
経営改善の取組について 分収造林事業は、樹木を植栽してから収穫するまで超長期（80～

90年）にわたる保育管理が必要であり、伐採して販売するまでは基本的に収入が得られない状況にあります。

また、木材価格の下落により当初予定の収益確保がむずかしい状況にあることから、平成11年から経営改善に

取り組み、現在は、第２次緑の森づくり新生プランに基づき、効果的な事業の実施に取り組んでいます。

はじめに 当公社は、昭和42年に福島県林業公社と

して設立され、平成26年に公益社団法人へ移行、それと

併せ現在の名称へ変更し、県内における森林整備を通じ

て、県土の保全と農山村の振興及び住民の福祉の向上に

寄与してきました。木材価格の下落などこれまでの社会

情勢の変化から厳しい経営状況となっていますが、その

一方で近年、ＳＤＧｓの高まりや脱炭素社会に向けた動

きなど、森林への期待がますます増大しています。当公

社においては、社員をはじめ関係団体との連携を図りな

がら、健全な森林づくりに努めるとともに、その取組状

況について情報発信してまいります。 いわき市三和町

令和３年度事業方針案 令和２年度事業実績
・森林の機能の発揮に向け、利用間伐等の重点化など効 造林補助事業（森林環境保全整備事業）やふくし

率的な森林整備に努め、森林再生を推進します。 ま森林再生事業を活用し、若齢林の保育、搬出間伐、

・新型コロナによる影響等木材需要情報の把握に努めな 作業路の整備などを実施しました。

がら、収益確保に向けた木材の生産に取り組みます。 ・造林補助事業 402.8ha

・公社事業の経営改善に向け、分収割合の見直しや契約 ・ふくしま森林再生事業 55.7ha

期間の延長など分収造林契約変更の推進に努めます。 ・木材販売数量 14,901m3

・施業技術の習得や向上に向け、関係団体と連携し公社 ・販売額 67,725千円

造林地を活用した現地研修会などに取り組みます。 ・搬出間伐面積 201ha

・市町村との連携促進や、ＩＣＴ技術の活用促進により、 ・ha当たりの搬出量 74m3 効果的な森林整備に向けた取組 市町村との連携促進に向けた取組

効率的な事業運営に努めます。 ・保育間伐 229ha 令和２年度は、新型コロナの影響により建築材の 平成31年4月に施行された森林経営管理法に基づ

皆様の御理解と御支援をお願いいたします。 ・作業路の整備 21,660m 流通が減少したことや、県内において新たなバイオ き新たな森林管理システムがスタートしました。

マス発電所が稼働したことなどから、販売額確保の 公社においても、当システムの推進に寄与するた

社員市町村数 31市町村 ためチップ材の搬出が多く見込める施業地の伐採を め、令和2年度に社員市町村(31)に対し、事業の取

契約件数 2,962件 優先するなど、状況に応じた取組を行いました。そ 組予定に関しアンケート調査を実施しました。

分収造林面積 17,804.7ha の結果、木材販売数量は、約15,000m3とこれまでで その結果、令和2年度に間伐等森林整備の実施を

分収育林面積 50.1ha 最も多くなり、林産物販売額が増加しました。 予定している市町村は2町、その他の市町村は、意

※ 除地を除いた造林地現有面積 向調査や集積計画の作成となっています。

14，994.5ha（猪苗代湖の約1.5倍） 当公社では、各市町村へ公社造林地の情報を提

造林地面積が上位の市町村 供するとともに、具体的な森林整備箇所の検討に

１位 南会津町 1,921ha 入っている市町村とは、事業の実施時期を調整す

２位 郡山市 1,598ha るなど、効果的な事業の推進に努める予定です。

３位 会津美里町 1,460ha

４位 喜多方市 1,315ha

５位 西会津町 1,118ha

６位 猪苗代町 1,094ha

７位 下郷町 827ha
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